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石　　井　　雄　　二
　現代の日本の地域構造は，国際化が進展する
なかで，経済の情報化・ソフト化にともなう産
業構造の転換を背景に，1980年後半以降に急速
に形成された東京一極集中の地域構造によって
特徴づけられる。本書は，この東京一極集中の
地域構造を，従来の高度経済成長期の過程で形
成された「太平洋ベルトVSその他」といった「二
重的地域構造」から「求心的地域構造」への転
換としてとらえ，その形成のメカニズムを解明
することを目的としている。
　本書では，こうした経済地理学の基本的な研
究課題に対して，企業の空間的活動＝企業内空
間的分業と，それを有機的に結びつける情報と
物流の「ネットワーク」に特に着目し，ミクロ
レベルでの企業活動がつくり出す空問＝「企業
空問」という新たな視点を提起している。新た
に「企業空間」という行動論的アプローチが用
いられているのは，日本経済を支えるリーディ
ング・インダストリーが，鉄鋼業・造船業など
の「重厚長大」型の素材・装置系の産業から，
自動車・電気機械などの付加価値生産性のより
高い加工組立産業に移行し，それらの産業が経
営組織戦略上機能的に分化し，意思決定，研究
開発機能をはじめ，多段階にわたる生産工程ご
との空間的編成とその立地再編をつねに要請さ
れるという事情にもとづいている。また，「企
業空問」とともに，本書のタイトルにもなって
いる「ネットワーク」は，近年，市場と経営組
織のダイナミックな変化に対して用いられる術
語として定着しつつあるが，本書では特に経済
地理学の観点から，それが企業内の空問的に分
散した諸機能を集中させて，新たな集積経済に
もとづく，より大きな内部経済の創出を促し，
東京一極集中という今日の地域構造を解明する
契機としてとらえられている。
　本書の企業空間内のネットワーク化という分
析枠組は，経済地理学の研究対象を「国民経済
の地域構造」に絞り込み，高度経済成長期の日
本の地域的編成を産業分類ごとの「産業空聞」
次元で分析して，一連の研究成果を収めて大き
な反響を喚起し，これまで経済地理学に1つの
方法論的基礎を与えてきた「地域構造論」の流
れを汲むものであり，日本地理学会における研
究グループの1つで，1988年7月に発足し1991
年3月に終了した「産業地理学研究グループ」
（代表者：山川充夫）の活動のなかから提起さ
れたものである。しかし，本書の試みは，明確
なかたちで，「地域構造論」を乗り越える方法
論として1つの到達点を示すものというよりは，
どちらかといえば，急速な経済の情報化・ソフ
ト化，国際的な産業構造調整のもとで，多彩な
独自の企業の空間活動とそれが形成する立地編
成の実態を個別に明らかにするという，経済の
地域構造形成のファクト・ファインディングに
エネルギーが注がれているとみるべきであろう。
　とはいえ，東京一極集中の地域構造という事
実は，しばしば容易に指摘され，論じられるが，
その形成の空問的メカニズムを解明するため
に，「企業空間」という分析枠組を用いて，変
動が著しく，調査するのに困難性をともなう個
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別の実態に即して，企業の空問活動をできるか
ぎり深く掘り下げて考察した本書は，それだけ
でも大変な作業であるという点からみても，高
＜評価するに値する内容のものである。さらに，
本書において，工業活動を中心に分析がなされ
ているのは，従来の工業地理学・工業立地論の
もつ限界を克服しようとする意図があり，複数
工場制を採用する大企業の立地行動に視点を据
えて，企業の空間組織を地理学の研究対象とし，
現代の産業立地と地域経済の問題を，よりいっ
そう現状分析能力の向上をめざして解明しよう
としている点は，経済地理学の新たな地平を切
り開らいたと考えられ，そのもつ意義と影響は，
計り知れないほど大きいといえるであろう。
　本書は，ほぼ3年間にも及ぶ「産業地理学研
究グループ」の研究活動のいわば報告書であり，
その執筆陣は15名で，20－30歳代前半の若手研
究者が中心となっている。その目次構成は，下
記の通りで6章20節構成となっており，各々執
筆の視点は異なるものの，共通理解として，現
在の日本の地域構造が大企業本位の空問編成と
しての「企業空問」が起動力となって形成され
ていること，「企業空間」を担う立地編成がネッ
トワーク型社会資本整備を基礎的条件としてい
ること，東京一極集中の地域構造の原動力が
ネットワーク型集積経済にあること，以上3つ
の点が強調されている。
はじめに
第1章　企業空問と求心的地域構造
　第1節　企業空間論と本書の構成
　第2節　ネットワーク型企業空間と地域構造
第2章企業戦略と立地
　第1節　企業戦略と研究開発機能
　第2節　生産技術の革新と企業戦略
　第3節　企業空間と労働力
　第4節　企業の国際化とネットワーク
第3章　企業空間を支える基礎条件
　第1節　高速交通体系と企業戦略
　第2節　経営・流通革新とネットワーク
　第3節　工業団地の機能と展開
　第4節
第4章
　第1節
　第2節
　第3節
　第4節
第5章
　第1節
　第2節
　第3節
第6章
第1節
第2節
　第3節
用語解説
索引
　工業用水の戦略的利用
再構築される企業空問
　造船業と不況地域の実態
　清酒業の企業空間再編
　自動車産業の再編合理化と地域実態
　電気・電子産業の企業空間
企業空問と情報連関
　機械金属工業の情報連関
　日用品工業の生産供給体制
　ファッション産業の情報連関
ネットワーク型集積経済と地域産業政
策
　集積経済の諸形態
　全国総合開発計画とネットワーク杜
　会資本整備
　集積構造と地域産業政策
　以下では，各章各節ごとに順次，論点を押え
て簡潔に紹介し，最後に若干のコメントを行う
ことにする。
　第1章（山川充夫）は，それ以後に展開され
る第2～5章の実態分析に対する総論部分に当
たり，国際的な産業構造調整が進展する資本主
義経済の成熟段階下の現代の日本の地域経済構
造や経済の地域性を解明するうえで，「企業空
間」視点を提起する意義を論じ，その基本的な
フレームワークを提示している。
　第1節では，第2次世界大戦後における経済
地理学会の研究動向を振り返えりながら，特に
「地域構造論」とのかかわりで，「企業空間」
視点の必要性を強調する理由について論じ，さ
らに本書の構成と内容を簡潔に要約している。
1970年代後半に登場した「地域構造論」は，経
済地理学の対象を「国民経済の地域構造」（杜
会的分業体系＝産業構造を空間的に反映した地
域的分業体系）に絞り込み，産業立地・配置を
媒介に，個別の地域をそのなかに位置づけて研
究するうえで学説史的な意義があったとする。
　しかし，この「地域構造論」は，国民経済の
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地域的編成を産業部門別に「産業空間」次元で
とらえるもので，今日，経済の情報化・ソフト
化がミクロの企業レベルにおいて急速に進展
し，従来の産業分類把握ではほとんど意味をな
さないほど，杜会的分業体系としての産業構造
がダイナミックに大きく変化する状況のもとで
は，必ずしも有効たりえない。また，こうした
大きな産業構造転換とともに，地域的分業体系
としての地域構造も，高度経済成長期に，流通
過程を媒介に形成された産業部門問分業（農業
と工業）を基礎とする地域間分業（農業地帯と
工業地帯）という簡単な「二重構造的地域構造」
の図式＝「太平洋ベルトVSその他」から，情
報フローと物流を通じた，企業内の生産工程ご
との多彩な空間的分業を契機に，・東京一極集中
という「求心的地域構造」へと転換していると
する。こうした認識に立って，「企業空間」視
点を積極的に押し出して，今日の日本経済の地
域的分業体系を考察していくことの重要性と意
義を見出だしている。
　第2節は，第1節を受けて，企業の経営戦略
の空間的展開によって形成される企業空問の基
本的枠組を明らかにし，それとの関連で東京一
極集中の地域構造が強化されつつある状況を統
計資料を用いて把握している。
　日本の地域構造が，産業部門別に地域的特化
した二重型から，企業活動の機能別に地域的特
化した求心型へと転換する背景には，中枢管理
機能・研究開発機能・物流機能などの自立化と
ともに，高速交通体系や情報通信網などの社会
資本の整備が一般的基礎条件として不可欠であ
る。それらのネットワーク型杜会資本の整備が
前提となって，ボーダレス経済下において，最
適な資源調達・生産・販売体制をめざす多角的
なグローバル戦略にもとづく企業空間を編成し
ている。また，情報と物流のネットワーク化と
システム化が，企業内の生産工程の空間的分業
と消費者市場との直結を推進し，企業が自立的
かつ効率的な企業空問を形成することを可能に
したとしている。そして，ネットワーク整備は，
地域間関係の多様な交流にもとづくフラット型
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の地域構造の形成を促していくとする展望がし
ばしば語られるが，現実には，東京を中心とす
る序列的な整備が行われるために，情報の地域
格差をともなったヒエラルヒー型の地域構造が
強化されていることを指摘している。
　第2章は，企業戦略の空間的展開の環をなす
立地戦略について，第1節（馬場健司）では，
まず，現代の企業戦略における研究開発投資の
重要性と，製品開発の各プロセスにおける研究
開発活動（基礎・応用・開発研究）と研究支援
環境とのかかわり，次ぎに，企業研究所の立地
展開の状況と立地指向について，企業規模に
よって設置数や設置地域が異なることや，立地
環境をどの程度評価するかは，研究所の性格に
よって異なることを明らかにしている。さらに，
筑波研究学園都市の事例をもとに，企業研究所
の研究支援環境の充足方法（自給・外注状況）
が，研究所の性格や規模，企業規模や企業内で
の系列・下請企業の広がりなどによって異なる
という分析結果を通して，テクノポリス法等に
よる研究開発機能の地方分散の課題について論
じている。
　第2節（柳井雅也）は，工場の立地展開（企
業空問）を生産技術の革新の視点から検討し，
工場の製造技術水準（生産力の量的・質的水準）
が，販売市場の縮小・拡大，企業間競争との関
係で，どのように労働力の質（熟練工・単能工・
技術者）と労働編成，下請工場の利用を通じた
工場問分業を規定しているかについて，第2次
世界大戦後から現在までを大きく3つの時期に
分けて類型化を試み，エレクトロニクス革命が
主導する第1次石油危機以降の産業構造転換期
に，既存の太平洋ベルト地帯（京浜工業地帯）
の補完地域として，新しい産業地域（南東北等）
が形成・促進されてきたメカニズムを解明して
いる。そして，こうした工業地域構造は，電気・
自動車産業等の加工組立産業を中心に，企業内
部における意思決定，研究開発・生産・物流な
どのネットワーク化の過程で，工場の立地戦
略・撤退行動などの結果形成されたもので，今
日，「求心的地域構造」への再編を推進してい
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るとしている。
　第3節（末吉健治）は，立地戦略を考えるう
えで不可欠の要因である労働力に焦点を絞っ
て，D．マッシィの『空間構造と生産の地理学』
（1984年）での議論を参考にしながら，企業内
地域問分業の進展と労働力編成とのかかわりを
検討し，電気・電子工業を想定して，空間的に
階層分化した経営・生産の諸機能ごとに，必要
労働力に規定されたかたちで地域労働市場が編
成されるとともに，労働市場が地域内でも階層
化されることを論じ，なかでも農村労働力は低
賃金労働力として，農家の就業形態，労働力の
再生産のあり方に左右されながらも，その階層
構造の最も底辺に位置づけられ固定化されると
している。
　第4節（友澤和夫）は，企業の国際化が進展
するなかで，日本の製造業企業が海外に形成し
たR＆A，生産，販売等の諸機能のネットワー
クの状況を，自動車産業を事例に，アメリカと
ヨーロッパ諸国での比較検討を行い，前者では，
日本の系列関係がそのまま移植されて，現地企
業と空間的に分断されたかたちで形成される傾
向があるのに対して，後者では，現地企業との
繋がりを重視するといった差異がみられること
を明らかにしている。また，日本式経営方式導
入の現状を3地域（アメリカ，インド，東南ア
ジア）において比較検討し，日本企業が本格的
に海外進出するには，現地の地域杜会や文化と
の融和を図ることが要請されるとしている。
　第3章は，企業空問構築の基礎条件である杜
会資本整備を取りあつかっており，第1節（柳
井雅也）では，静岡県裾野I．C、周辺に立地す
る12の工場を事例に，その立地動機，東名高速
道路の利用形態を詳細に調査し，高速道路が物
流に果たす機能的役割と効果，工業地域構造に
与える影響を，特に流通時間の節約＝資本の回
転率の観点から検討している。そして，そのこ
とを通して，高速交通体系の整備は，流通時間
の短縮化によって，1．C．の周辺地域ごとに縦
断的な分業関係にもとづく工業集積を促進・誘
導し，生産工程の地域間分業を基礎とする今日
の工業地域構造再編成の一契機として，重要な
役割を果たしていると結論づけている。
　第2節（箸本健二）は，1980年代半ば以降の
単品識別コード，POSシステムの普及，情報
通信ネットワークの整備によって，企業経営を
取りまく環境は大きく変化し，特に最寄消費財
の流通では，発注から納品までのリードタイム
が大幅に短縮されて，チェーン・ストアでの一
括発注や流物拠点の統合化をもたらしているこ
とを解明している。メーカー側でも，末端の市
場情報の迅速な把握による本社機能の一括管理
により，諸機能の空問的独立性が次第に解消さ
れる傾向がみられ，また，中間流通構造も変化
し，大手卸売業によって系列化され，空間的な
機能分化が進行しているとしている。
　第3節（中島茂）では，工業立地を誘導する
有効な手段の1つである工業団地について，そ
の造成の系譜，地方別・事業主体別・造成時期
別の全国的展開の状況を整理・検討し，高度経
済成長期の造成が中小企業・旧産炭地の産業振
興政策の一環として，ある程度マクロの地域開
発政策との連携がみられたのに対して，70年代
の「地方の時代」以降，市町村の企業誘致とし
ての性格が強まったとする。すなわち，日本の
工業団地造成は，本来の理念からはずれ，工業
化の地域的アンバランスを拡大させ，企業活動
のネットワークを空間的側面から支える役割を
担ってきたことを指摘している。
　第4節（伊藤達也）は，工業立地に不可欠な
水資源（淡水）について，工業用水需給構造の
高度成長期から低成長期にかけての変化，地域
の水環境が受けた影響，その工業立地に及ぼす
制約性如何を検討している。高度成長期の太平
洋ベルト地帯においてさえ，自治体間の企業誘
致競争によって，工業用水道の施設能力過剰，
水利コストの地域差の圧縮という現実があり，
低成長期に入っても，先端技術工業（I　C産業）
において，水量・水質の地域差がただちに工場
立地を左右する要因にはなりえないことを明ら
かにしている。
　第4章は，企業を取りまく経営環境の変化に
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ともなう企業戦略の変更，立地再編がどのよう
に企業空間を再構築するのかという観点から，
まず第1節（堂野智史）では，不況期にある造
船所が地域に与える影響を具体的に解明すると
いう問題意識から，造船所の新設や撤退といっ
た企業戦略にもとづく建造体制のあり方，その
空間的投影である立地再編を，造船政策の変遷
との関連で明らかにしている。高度成長期に確
立された船種船型別分業体制は，第1次石油危
機以降，需要量の減少と船種の多様化のなかで
崩壊し，第1次・第2次集約化を通じて，現在
では造船資本は事務提携や系列化によって8グ
ループに集約され，各社が船種・船型に対応し
た各造船所の機能分担の明確化を図って，効率
的な建造体制の再構築を追求している状況を，
大手各社の実態を交えて分析している。
　第2節（八久保厚志）は，消費者の本物志向，
海外への市場開放政策を契機とする等級制廃止
等の環境変化を被っている清酒企業を対象に，
近在必要型の伝統産業として依然「脱産地化」
は困難なものの，大手企業が，競争的市場構造
のなかで，産地以外の国内外への子会杜・拠点
工場の展開，通信ネットワーク化による流通機
構の系列化・合理化などの立地戦略によって企
業空間を再編する，最近の動きの一端を明らか
にしている。
　さらに第3節（友澤和夫）では，現在，労働
力不足・時間短縮という労働環境の変化と，市
場二一ズの多様化にともなう多品種少量生産に
同時対応せざるをえない自動車産業を対象に考
察している。トヨタ・日産・マツダ等の大企業
の事例を踏まえながら，コンピューター制御の
生産システム（F　M　S）の導入，多品種混流生
産と工程の自動化，作業環境の改善が可能な新
鋭工場が，既存の全工場のF　M　S化を促進する
ための「バッファー（緩衝）工場」として，九
州・山口地区への進出に踏み切った実情ととも
に，当地区において，競争力を維持するために，
進出企業が部品の系列外取引を行うなど，これ
までの系列取引のネットワークが再編・流動化
する動きをとらえている。
　第4節第1項（小田宏信）は，電機・電子工
業を対象に，1980年代以降のM　E革命によるF
A化の推進がもたらした効果の1つとして，外
注に依存していた工程の自社内生産への切り替
え＝内製化の進展があったとし，それが及ぼす
地理的影響について，岩手県北上川流域地方の
進出工場を事例に検討している。内製化という
技術体系の変化は，単能工程を担う下請業者の
重要性を相対的に低下させるが，その一一方で，
特定の技術に特化した関連業種が有機的に結合
して，新たな工業地域を形成する可能性をもっ
ていることを明らかにしている。さらに，第4
節第2項（小金沢孝昭）では，宮城県北部の米
単作の農村地帯を事例に，そうした電機・電子
工業が地方分散する過程で，協力工場・内職の
空間ネットワークを活用して，農村部の未熟練
の余剰労働力を大量かつ広範囲に吸収し，農村
の兼業化を深化・固定化させながら，末端の低
賃金の底辺労働力として再生産する経営戦略の
あり方を分析している。
　第5章は，企業空問を構成する諸機能間の
ネットワークを情報流通構造（情報連関）の考
察に焦点を絞って，第1節（高柳長直）では，
長野県飯田市の機械金属工業を事例に，生産連
関（受注連関，外注・下請連関）とのかかわり
で，空間系メディア（対面接触等）と通信系メ
デイア（F　A　X等）による情報連関のあり方を，
分業形態（水平型・垂直型）と受注元地域（地
域内・地域外）との組み合わせで4つの類型に
整理している。飯田市の場合のような地方では，
生産連関内の情報連関（情報複製型）に大きく
制約されて，企業が独自のネットワークを構築
するのは困難であるが，こうした地方こそが，
情報創造型企業による多面的な情報チャネルを
構築する必要があり，実際，そうした可能性の
芽がみられるとしている。
　第2節（箸本健二）では，通信ネットワーク
化・オンライン化，物流作業の自動化による技
術革新が，物流・生産拠点の地域的展開に与え
る戦略的意義について，日用雑貨品の総合メー
ナーであるK社の事例を通して明らかにしてい
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る。情報化の革新は，リード・タイムの短縮と
物流の配送範囲の拡大という効果をもたらし，
販売会杜の物流拠点が規模の経済性と在庫の圧
縮を追求できる空間的集約化・統合化の傾向を
強めるとともに，その前提となる製造・物流・
販売を直結するオンライン化の存在が，惰報を
軸とした意思決定サイクルを社内に確立し，一
定の顧客を囲い込んで他企業との競争上の優位
性を実現していることを分析している。
　さらに第3節第1項（初沢梅生）では，1980
年以降，情報収集・企画開発機能が強く要請さ
れるようになったファッション産業の状況変化
を適確にとらえて，アパレル・メーカーとブ
テイック、アクセサリー産業を事例に，その生
産形態とトータル化のあり方，空間ネットワー
クの概観について，自らのアンケート調査にも
とづいて考察している。ファッションの．トータ
ル化は，商社や工業集積の裏付けがあり，消費
者の多様な生きた情報が集積する東京を中心と
した地域的分業体系の再編による空問ネット
ワークを，よりいっそう強化し，その構築には，
中央と地方の情報格差が決定的な要因として作
用していることを指摘している。また，第2項
　（吉本　勇）では，ファッションの先進地であ
る神戸のアパレル企業35杜について，行政側の
対応，その立地環境や系譜，分布状況や経営内
容の分析等の実態を探っている。
　第6章（山川充夫）は，現代の東京への垂直
的な地域統合・「求心的地域構造」を形成する
原動力をネットワーク型集積経済に求め，それ
との関連で，これまで実施されてきた一連の全
国総合開発計画を，特に杜会資本整備という観
点からとらえ直して整理するとともに，各々の
地域が，地域の実情に見合った集積経済をどの
ように維持・確保・育成しながら，今日の東京
一極集中の地域構造に組み込まれつつも，少し
でもそうした状況を緩和して是正していく基本
方向を展望するために，これまでの地域産業政
策の評価や問題点，課題を検討している。
　第1節では，まず，東京への経済活動の中枢
機能の集中に象徴される，現代のネットワーク
型集積経済の性格や特徴を把握するために，集
積経済の諸形態の利益の源泉を，経済学の基礎
的なところから押さえたうえで，それを，外部
効果によって異業種が特定地域に集積する，A．
マーシャル流の「都市化経済」としてとらえ，
集積経済の最も進化した形態として考えてい
糺こうした集積経済には，その物流基礎とし
て，社会資本の整備によるネットワーク形成が
不可欠であり，それが地域構造の編成の大きな
方向を規定していることを強調している。
　第2節は，一全総から四全総までのネット
ワーク型杜会資本の整備状況を検討し，一貫し
て，高遠交通体系・情報通信体系を中心に，東
京を起点とする放射状の整備が最優先され，地
域の重要性・都市機能格差に対応した序列的な
整備のあり方が，東京への求心構造の形成を促
進してきた政策的流れをスケッチしている。
　第3節では，以上のことを踏まえて，東京一
極集中の地域構造の一分肢である集積経済の異
なる大小さまざまな地域経済が，地域聞の交流
と同時に競争を激化させる状況のなかで，各々
の地域経済にふさわしい集積経済構造を確保・
発展させるものとしての地域産業政策について
検討している。すなわち，首都圏（都区部・周
辺部），ネットワーク結節点・地方中枢都市，
さらに地方産業集積拠点である新産業都市と工
業整備特別地域，テクノポリス法・頭脳立地
法・拠点都市法にもとづく施策地域・地区，最
後に農業地域としての地方鉱工業都市や伝統産
業都市，農村工業導入地域，工業再配置法によ
る誘導地域，過疎地域を中心に，その経過と有
効性をみながら，集積構造の問題点と課題を指
摘し，あるべき方向性を示す若干の具体的な提
言を行っている。
　以上のように，本書は「企業空間」という視
点から，現在の日本の地域構造の姿を，東京一
極集中の「求心的地域構造」とのかかわりで，
実に豊富かつ詳細な事例を盛り込んで解明した
ものである。豊富な事側を取りあげているのは，
地域のファクトファインディングを1つの重要
な使命とする地理学のレーゾンデートルを示し
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ているとともに，今日，個々の企業の立地戦略
による独自の「企業空間」の構築が，従来の産
業分類を突き崩しながら，多彩なネットワーク
を形成していることを物語っているといえるで
あろう。
　しかし，それだけに，本書の残された課題も
多く，なかでも次の2点を指摘しておきたい。
第1の点は，本書が，ミクロの経済単位として
の企業の立地行動に視点を据えて，「企業空間」
の実態を明らかにすることを基本としているこ
とにかかわっている。実際，情報と物流のより
いっそうの急速な技術革新は，異業種問交流・
融合を促進して，経営組織上空問的に分割され
たある企業と他の企業の機能を相互に結びつけ
たり，新たな所有単位の企業を創出したりする
などして，企業空間の空間的範囲を暖昧・複雑
にするだけでなく，企業空間相互のネットワー
ク化、さらには企業活動のボーダレス化という
状況によって企業空問概念そのものを打ち壊す
可能性を常にもっている。この点を踏まえれば，
企業空問を今後どのようなものとしてとらえ，
どう実態を把握していくのか，「ネットワーク」
本来の性格からすれば，このことは当然出てく
る課題であるように思われる。
　第2の点としては，本書の「企業空問」的視
点が，矢田俊文氏によって提唱された地域構造
論を理論的・実証的に練りあげて鍛える過程の
なかから導き出されたものであるとすれば，そ
れが地域構造論の枠組のなかに吸収できるもの
なのか，それともその枠組に大幅な変更・修正
を迫るものなのかという，広く経済地理学の方
法論的問題にかかわる課題である。当然，今の
筆者には，こうした点を深く掘り下げた議論を
展開できるだけの力量を持ち合わせてはいな
い。ただ，以下に述べることだけに絞って若干
の問題提起をしておきたい。
　本書が明らかにした内容は，基本的には，地
域構造論の4つの構成部分（産業配置論・地域
経済論・国土利用論・地域政策論）のうち，諸
部門・諸機能の産業レベルでの立地体系とそれ
を支える地域循環を扱った「産業配置論」の部
分に相当すると考えられ，マクロの国民経済の
構造と産業レベルでの個々の企業の立地配置を
媒介するセミマクロの領域を扱った「地域経済
論」に相当する部分の考察，いわゆる「産業地
域と経済圏の摘出」，「地域間関係」といったよ
うな分析にまで研究対象は広がってはいないよ
うに思われる。
　たとえば，1国の再生産構造の発展段階を代
表する戦略・リーディング産業を，本書におい
て中心に取りあげられた電子・電気機械，自動
車などの組立加工産業としてとらえるとすれ
ば，地域的経済循環＝地域経済は，本書で示さ
れる企業内空問分業に規定された企業組織を分
割する諸機能・諸部門の立地体系にもとづい
て，それを拠点にして形成されるものとして把
握されるであろう。この点については，本書で
言えば，第2章第2節において，工業地域構造
の構成要素として，4つの「産業地域」を摘出
し，その形成と相互関係のメカニズムを，企業
（工場）の空間編成にもとづいて適確にとらえ
ている柳井の方法が参考になろ㌔
　かりに，このような考え方を採用しないで，
あくまでもミクロの企業単位がとる立地行動か
ら積み上げて，それが織り成す総体としての地
域経済を摘出し，さらに地域問の関係を積み上
げて，最終的に，マクロの国民経済の地域構造
を解明するような方法が有効であったとして
も，企業内分業が産業分類を突き崩して，1国
全体の社会的分業体系までを撹乱するネット
ワークの広がりと深化が急速に進展していると
いう状況のもとでは，その作業はほとんど不可
能に近いといってよい。そればかりか，その場
合，産業構造とその立地体系を媒介として地域
的分業体系をとらえる地域構造論それ自体の枠
組が，ほとんど意味をなさなくなるのではない
かと思われる。
　いずれにしても，本書における「企業空問」
の視点は，地域構造論に大きな波紋を巻き起こ
し，今後の方法論的論義に大きな課題を残した
といえよう。
　　　　　　　　　　　　（ユ993年10月12日受理）
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